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友人との付き合い方と友人満足度および本来感との関連
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研究の背景と目的

本来感とは，「自分らしさ」を表す概念であり，

自らの意思や気持ちに基づき素直に生きているこ

とを意味している。本来感は，精神的健康（酒井・

河崎, 2018）や心理的 well-being（伊藤・児玉, 2005）
をはじめとする様々な心理的機能に影響を及ぼす

ことが知られている（木谷・岡本, 2007）。近年の

学校現場においては，子どもたちは特定の「キャ

ラ」を演じるなどして，本来の自分らしさを抑え

て生活している実態が報告されている（折笠・庄

司, 2017）。また，自分らしくある感覚は，他者が

他者らしくあることも大切にする態度に影響を及

ぼすことも報告されている（折笠・庄司, 2018）。
これらのことから，学校環境を中心とした集団場

面や友人関係の構築において「本来感」は欠かせ

ない心理的要素である。しかしながら，日本にお

ける若者は関係構築について悩み，疲弊している

（菅野, 2008）という現状を考えると，従来的な

友人関係のなかで本来感を得るのは困難であるこ

とが考えられる。また，友人関係の理想と現実の

ズレは「自己開示」の影響が強い（吉岡, 2001）こ

とを考えると，「キャラ」を演じるような「内面的

関係の希薄さ」は自己成長を伴う友人関係の妨害

要因につながり，本来感が得られにくくなること

も考えられる。 
本研究では，対人関係にマインドフルネス（あ

るがままに受けとめる心的態度）の概念を適応し

た Mindfulness Relationships の観点から，友人

関係の深さや満足感及び本来感との関連性につい

て検討することを目的とした。 
 

方 法

調査対象と手続き

東海圏に在籍する大学生 117 名を対象に質問紙

を用いた一斉調査を実施した。未回答および記入

漏れを除いた 110 名の回答を分析対象とした。本

研究は名古屋学芸大学における研究倫理委員会の

審査承認を受けて実施された（倫理番号：278）。 
調査材料

a) Mindfulness Relationships Scale（MRS；今井・

鈴木・伊與田, 2018）：マインドフルネスな人間

関係を測定する尺度として使用した。「優しく向

ける対人注意」「共有と伝達」「距離化」で構成

されている。 
b) 友人関係測定尺度（吉岡, 2001）：友人との付き

合いの深さを測定する尺度として使用した。「自

己開示・信頼」「深い関与・関心」「共通」「親密」

「切磋琢磨」で構成されている。 
c) 本来感尺度（伊藤・小玉, 2005）：自分らしくあ

るという「本来感」を測定する尺度として使用

した。 
d) 友人関係満足尺度（姜・南, 2014）：友人関係の

満足度を測定する尺度として使用した。「意思疎

通満足」「相互的受容・理解満足」「自己優先満

足」「関係距離満足」「関係維持満足」で構成さ

れている。 
 

結 果

各尺度間の相関係数を算出した結果，MRS と友

人関係は本来感との間に有意な正の相関を示した

（MRS：r=.550, /友人関係：r=.365, ps<.001）。下

位因子ごとに検討した結果，「共有と伝達」と「距

離化」は本来感に有意な正の相関を示した（共有

と伝達：r=.495, / 距離化：r=.523, ps<.001）。MRS
と友人関係測定は，友人関係満足に有意な正の相

関を示した（MRS：r=.319, / 友人関係：r=.689, 
ps<.01）。 
 

考 察

本研究の結果を概観すると，友人関係の深さと

Mindfulness Relationships は本来感と友人関係

における満足感と有意な正の相関が示された。結

果 を 詳 細 に 検 討 す る と ， Mindfulness 
Relationships の「共有と伝達」や「距離化」，友

人関係の深さに関する「自己開示・信頼」が本来

感と有意な正の相関が示された。これらの結果か

らは，本来感は従来から指摘されてきた「自己開

示・信頼」や「共有と伝達」といった接近的な人

間関係とともに、「距離化」のような他者と適切

な距離をとれる態度も重要であることが示唆され

た点はこれまでにない新しい知見であるといえる。

今後は Mindfulness Relationship が本来感や友

人関係に及ぼす影響について，対人ストレスなど

の影響を考慮した実験介入的な検討が期待される
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校内授業研究における教師の知識ネットワーク
―公立小学校における事例分析―
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問題と目的

本研究の目的は校内授業研究における教師の知

識ネットワークの構造を明らかにすることである。

校内授業研究における協働は教師の学習にとって

効果的であることが示されている（ 秋田

）。しかし，校内授業研究において教師たちは

どのようなネットワークを持つことで学校内にお

いて知を交流しているのかは検討されてきていな

い。

そこで本研究では，校内授業研究における教師

の知識ネットワークを明らかにするために，質問

紙調査よるネットワーク分析とその結果を基にし

たインタビュー調査を実施した。

方 法

研究協力者：公立小学校の教師 名（管理職を除

く全員）に対し質問紙調査を実施。その結果を基

に， 名（校長含む）に対しインタビュー調査を

実施。本校は，校内授業研究を長期間にわたって

熱心に取り組んでおり， 教科部会（国語，算数，

社会，理科，図工，体育，道徳，特支）を立ち上

げ組織的に取り組みを進めている。

調査内容：①質問紙調査（ 自身の所属する部会

の教科に関して誰によく相談に行くか。 日常の

授業に関して誰によく相談に行くか）。質問紙調査

においては，本校における校内授業研究において

という条件のもと上記の質問によってネットワー

クを調査した。また，それぞれに対し，「 ．年に

数回」～「 ．ほとんど毎日」の 件法によりアク

セス頻度も尋ねた。②インタビューでは，質問紙

における調査を基に，具体的にそれぞれどのよう

なことを相談しに行っているのかを尋ねた。

結果と考察

教師の情報源

校内授業研究における教師の情報源として，管

理職，研究部，同じ教科部会の教師，他校の助言

者，以前の同僚，同じ学年団，学校外の民間教育

研究団体の存在を明らかにすることができた。こ

の結果は，持続的な校内授業研究を支えてきた要

因として，学校内だけではなく，学校外にもネッ

トワークがつながっていることの重要性を示唆し

ていると考えられる。また，教科部会だけではな

く，学年間の協働も盛んに行われていることから，

部会と学年において知が交流され，校内授業研究

と各教師の日常の授業との関係が示唆されている。

各リーダーやコミュニティに求められる役割

校内授業研究において教師は，同じ学校内の教

師に対しては具体的な子どもの姿を基にした授業

をどのようにデザインすればよいかという助言を

求めるのに対し，学校外のコミュニティ等には教

科の専門的なことに関して助言を求めていること

が明らかとなった。このことから，校内における

話し合いでは，教科の専門的な知をいかに具体的

な子どもと繋げて議論できるかが重要であること

が考えられる。
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